
（２）職員数の削減

職員数の削減（全会計）

（参考）集中改革プランにおける職員総数純減率（１７．４．１～２２．４．１
（２００５） （２０１０）

までの５年間、総務省１８年
（２００６）

７月取りまとめ）

平成１８年度より５年間、新規採用を凍結（但し、一般行政職で将来の大
阪市を支える優秀な人材を必要最小限の範囲で採用するとともに、専門
的資格を要する職種等で正規職員として採用しないと確保しがたい人材
については例外的に採用）により、当面５年間で５，０００人を超える職員
数を削減します。その他、市立大学等の独立行政法人化により、２，０００
人程度の削減を図り、職員数３万人台を実現します。
また、更なる取り組みが必要であるとの観点から、「市民の目線」を取
り入れた事務事業の見直しを進めます。

（注）１７（２００５）～１９年度（２００７）は１０月１日現在、２０年度（２００８）は４月１日見込みの職員数
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